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産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会 

第31回 産業構造転換分野ワーキンググループ 

議事録 

 

◼ 日時：令和7年5月26日（月）13時00分 ～ 16時10分 

◼ 場所：経済産業省 本館17階 第1特別会議室＋オンライン（Ｗｅｂｅｘ） 

◼ 出席者：（委員）白坂座長、稲葉委員、関根委員、高木委員、長島委員、 

林委員、堀井委員 

      （オブザーバー）ＮＥＤＯ 弓取理事（オンライン）、林理事 

◼ 議題： 

・プロジェクトを取り巻く環境変化、社会実装に向けた支援の状況について  

（経済産業省 製造産業局 航空機武器産業課）  

・プロジェクト全体の進捗状況等  

（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ））  

・プロジェクト実施企業の取組状況等 （質疑は非公開） 

① 川崎重工業株式会社  

② 東レ株式会社  

③ 株式会社ＩＨＩ 

株式会社ＩＨＩエアロスペース 

・総合討議（非公開） 

・閉会  

 

◼ 議事録： 

〇白坂座長  それでは定刻になりましたので、ただいまより産業構造審議会グリーンイノベーショ

ンプロジェクト部会産業構造転換分野ワーキンググループの第31回会合を開会いたします。  

 委員の出欠ですが、７名の委員が御出席ですので、定足数を満たしております。  

 本日の議事に入る前に、本会議の注意点について事務局から説明をお願いいたします。  

〇金井室長  本日の会議資料はホームページに掲載いたしますが、実施企業との質疑応答、及びそ

の後の総合討議のセッションは企業の機微情報に触れる可能性があるため、座長と御相談の上、非公

開で進めることとしております。したがいまして、会議は一部YouTubeによる同時公開とし、非公開

部分は議事要旨にてポイントを記載し、後日、公開させていただきます。  

〇白坂座長  それでは、早速ですが本日の議事に入ります。  
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 議事に先立って、本日の会議の進め方について、事務局から説明をお願いいたします。  

〇金井室長  資料２を御覧ください。４ページ目、本日の議論の進め方でございますけれども、最

初に省庁担当課、ＮＥＤＯからの説明、質疑応答、それから実施企業の経営者等からの説明、質疑応

答という順序になっておりまして、最後に総合討議ということで指導・助言・改善点の指摘及び中止

意見等の要否や具体的内容を議論し、決議を実施ということを予定しております。  

 ５ページ目が経営者のコミットメントの確認に関する視点ということで、経営者自身の関与、経営

戦略への位置づけ、事業推進体制の確保、こういったポイントで見ていただければと考えておりま

す。  

 ６ページ目でございますけれども、総合討議におけるポイントです。１つ目が事業推進に関する助

言ということで、当該プロジェクトの在り方は適切か、もしくは変更が必要か、議論を行って、ワー

キンググループとして事業推進に関する助言を行う。２つ目は改善点の指摘がもしあればということ

でございますけれども、経営者のコミットメントが果たされているかについて確認をして、そうした

ものを含めた事業推進体制が不十分であるということがあれば、実施者に対して改善点を指摘すると

いったようなことをポイントとして書かせていただいております。  

 ７ページ以降は詳細、ポイント、視点を簡単にまとめさせていただいておりますので、適宜御参照

いただければと思います。  

 以上でございます。  

〇白坂座長  ありがとうございます。  

 それでは、次世代航空機の開発プロジェクトを取り巻く環境変化、社会実装に向けた支援の状況に

ついて、プロジェクト担当課から資料３に基づき、説明をお願いいたします。  

〇呉村課長  航空機武器産業課長の呉村でございます。資料に基づいて御説明をさせていただきま

す。  

 ２ページ目でございます。今日は全体として脱炭素の話をさせていただきますが、もう少し大きな

前提として、航空機産業戦略というものを昨年策定しております。経緯は、航空機産業を取り巻く環

境に大きな変化がありまして、これはＭＲＪの話もそうですし、協議をいただく脱炭素の話もそうで

すし、あとデジタル化の開発、またはサプライチェーンイシューといった国際環境の変化の中で、我

が国が持ち得る付加価値をどのようにして伸ばしていくべきかということで、官民で１年間にわたり

議論をしまして、2024年４月に戦略を策定しています。  

 その中で幾つかの項目に分かれて議論をしていますが、完成機をどうやってつくっていくのか。ま
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たはカーボンニュートラルの投資も含めて、かなり投資額が多くなっていきますので、そういった試

験設備みたいなものをどう共有化していくのか。またはものづくりだけではなくて、サービス全体に

まで領域をどう広げていくのかということで、ＭＲＯも含めた基盤をどうつくっていくのかというこ

とを、個別に産業界とも議論をして、戦略を策定したということになってございます。  

 ３ページ目でございます。全体としての方向性です。歴史的には、日本の航空機産業はボーイング

との国際共同開発を通じてサプライヤーとして成長してきたわけですが、右下に少しバリューコスト

のイメージを書いています。緑、または薄い水色の一部分で我々のバリューがあったわけですけれど

も、今後、まさにカーボンニュートラル化と単通路機の量産化ということを伴えば、より付加価値領

域に産業領域をシフトしていく必要があるということで、そのためには、今の産業構造を少し長期間

かけて変えていくべきではないかということを結論づけております。  

 その４つの方向性として、まさに付加価値領域の最終領域としてはまさに完成機事業というものを

目指すということが１つ目でございます。２番目は、もちろん完成機事業を目指していくのですが、

やはりサプライヤー売り、コンポーネント売りではなくて、どういう形でインテグレーション能力と

いうものを磨いていくのかということが大事なので、その重要性。３番目は、それが一朝一夕には身

につくものではありませんので、まさにカーボンニュートラルのプロジェクトでもそうですが、いろ

いろなプロジェクトに参入をしながらそれを磨いていく。４つ目が、これは日本国内のプロジェクト

に閉じることなく、国際連携でそれを実現していくという４つの方向性を戦略の中で示してございま

す。  

 次のページが、大きく今までの戦略が左側です。我々が強い、サプライヤーとしての拠点と、少し

それとは違ったレイヤーで完成機事業を目指していくということをやっていましたが、結果的に、右

側の図で見ていただきますと、本当に付加価値領域に入っていくためには、このボリュームゾーンで

完成機事業を創出していくということが最終的なゴールだと思っていますので、そうすると、右側で

我々が示した２つの山を登っていく必要があるかなと思っています。その１つがまさにカーボンニュ

ートラルで、どういう形でインテグレーション能力を獲得していくのかというところと、それをレバ

レッジにしながら、2050年にはＩＣＡＯで全ての航空機はカーボンニュートラルになるということを

宣言していますので、これに向けた量産機をつくっていかなければいけないということで、まさにカ

ーボンニュートラリティとハイレートマニュファクチャリングをどう組み合わせていくのかという２

つの能力がないと2050年の産業ポジションを占めることができないということだと思いますので、こ

の２つを目指しながら、どういう形で完成機事業をつくっていくのかということを、この戦略の中に
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書いているということでございます。  

 ５ページ目では、それをどういう形でやっていくのか。右側は今、私が御説明したインテグレーシ

ョン、ステップ・バイ・ステップ、グローバルということなのですが、日本としての強みはまさに環

境技術ということで、これは航空機産業のみならず、自動車産業や素材も含めた、他産業の様々な環

境技術を新しい航空機に、産業横断的にインテグレーションしていくような強みがあるということが

１つと、あとはデジタルプラットフォームということで、日本は非常に広範なマニュファクチャリン

グをグローバルな航空機産業の中で背負っていますので、それをデジタル化にインプットしていくと

きのプラットフォームに一番近いポジションにいるということです。３番、４番は当たり前のことな

のですが、特にコロナ後、ロシアのウクライナ事案後、非常にサプライチェーンがスタックをしてい

まして、一定の品質を一定の期間をもってお届けするというバリューが再評価をされています。こう

いった日本のものづくり基盤をもって新しい付加価値をどのようにしてつくっていくのかというのが

戦略の要諦ということでございます。  

 ６ページは全体のロードマップを書いてございます。繰り返しになりますが、2050年にはカーボン

ニュートラリティを達成しなければいけないということは逆算して決まっていますので、そうすると

我々、大きく言うと２回のチャンスがあるということだと思っております。次は2035年あたりに来る

開発と、あとは2040年代あたりにくる開発と２つあって、その2040年代の開発にはまさにカーボンニ

ュートラルに向けて完成機をつくっていかなければいけないということで、このバックキャストを基

に、今、各国各社が非常に熾烈な競争をしているということになっています。  

 その上で、これは繰り返しになりますが、２つの山を登る必要があると思っていまして、１つが上

の青色で書いた、ボリュームゾーンにおける成長をどう果たしていくのかということ、２つ目が、新

しい主張であるカーボンニュートラルにおける成長をどう果たしていくのかということだと思ってい

ます。ＧＩで今日、議論させていただく部分というのは、ハイブリッド電動や、水素燃焼、水素ＦＣ

といった、まさに日本の技術を使って新しい領域に参入をしていくというところになってございま

す。  

 上のところは、実は我々、単通路機というのはまだ日本の航空機産業、あまり参入できていません。

日本はどちらかというと双通路機の787、767、777Xといった、非常に付加価値の高い領域で一部サプ

ライヤーをやっていますが、量産機としてどう入っていくのかというのが今後、大きな議論になって

います。実はここでも、先進複合材を使って量産機をつくっていくというのはカーボンニュートラル

技術が非常に興味・関心を持っていまして、全体にカーボンニュートラル技術が大きな基盤になって
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いるということでございます。  

 次、７ページ目が、こういった大きな変化、または戦略の変化を受けて、我々の政策自体も大きく

変化させています。左側、今までは、従来の航空機産業政策としては、要素技術開発は国が見て、そ

れ以降は民間で行う、というのが大きな政策でしたが、航空機の開発は10年以上かかって、カーボン

ニュートラルはそれ以上かかるということなのですけれども、さらにキャッシュフロー回収は30年、

40年という、なかなか市場だけでは評価しにくいビジネスだと思いますので、技術開発についても、

要素技術開発を超えてシステムレベルの開発に移していく。また、開発力があっても、ものづくり基

盤がないと成功しませんので、このものづくりの基盤能力を上げていく。加えて、収益力を上げると

いう意味では、ものだけではなくてサービス基盤の収益を上げていく。加えて、我々は今、ＧＣＡＰ

で次期戦闘機の開発もやっていますが、こういった防民のシナジー、エコシステム、サプライチェー

ンをうまくリソースとして使っていくということで、４つの構成の軸を掲げて、大きく政策を変化さ

せていってございます。  

 ８ページが、それを少し時系列に書いたもので、技術レベルから投資回収まで40年かかるビジネス

ということですが、我々の５年前ぐらいまでの政策体系というのは、研究開発しか面倒を見ていなか

ったということになりますけれども、それだけではこの航空機開発の熾烈な競争は勝ち抜いていけま

せんので、今申し上げたような、研究開発、技術実証、開発・試作、認証、生産・量産、アフターサ

ービス、また開発プラットフォームというところに、少し長期の時間軸で、官民で連携をしながらや

っていくという政策体系に今、大きくかじを切っているということでございます。  

 というのが全体の今、航空機の大きな政策チェンジの中でカーボンニュートラル、またはＧＩの話

も進めているということでございます。  

 ９ページは、これは繰り返しになりますが、次世代航空機の類型ということは今、ＩＣＡＯの中で

も大議論をしていますし、エネルギー源変革の見通しというところも、小さな飛行機から新しいイノ

ベーションが始まっていくという議論になっています。特に電動化の小型機を中心に2020年代後半以

降に導入されていくということで、ただ、大きいもの、ワイドボディもやらなければいけませんので、

これはＳＡＦと水素をどう組み合わせていくのかという議論が始まっているということでございま

す。  

 10ページ、11ページ、詳細は割愛しますが、いわゆる機体ＯＥＭ、エアバス、ボーイング、エンブ

ラエルです。各社とも一定の目標を掲げながら、このカーボンニュートラルに対応する機体開発をど

うしていくのかということを発表しておりますし、エンジンも、11ページですが、ＧＥ、ロールスロ
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イス、プラット・アンド・ホイットニーというところで、彼からすれば、電動化というのは彼らのお

株が奪われてしまうような大きなポジションの喪失になりますので、彼ら自身も電動化、ハイブリッ

ド化、水素化をどう進めていくかというのは、彼らのコアコンピタンスを占う試金石になっていると

いうことでございます。  

 12ページ、そういう意味では、日本の国内産業とだけ話をしていてもなかなか進みませんので、こ

れは経産省が主体的に各ＯＥＭと直接やっています。ＯＥＭ各社の社長と直接交渉するというのが私

の仕事でございまして、もちろんボーイングの社長ともやりますし、エアバスともやりますし、エン

ジンＯＥＭとも直接やっているということでございます。来月、パリ・エアショーもございますが、

ファンボロー→パリ→ファンボロー→パリということで、毎年いろいろな形で、今、我々がやってい

るような技術開発であったりとか取組を紹介しながら、どういう形で日本の技術、またはリソースを

グローバルな新しい開発に貢献していけるかということの議論を直接しているということでございま

す。  

 13ページが今の企業動向ということで、前回御説明したときとそんなに大きな変化はないのですが、

エアバスでＺＥＲＯｅの開発遅延の報道があったということでございます。ただ、オフィシャルのコ

メントとしては引き続き注力をしていくのは変わらないとしていますので、これもエアバスとは非常

に密な議論をしているということでございます。  

 ベンチャーでいうと、このZero Avia、Universal Hydrogenというところがありましたが、Zero 

Aviaは引き続きターボプロップ機における開発を進めていますし、Universal Hydrogenについては資

金繰り悪化による倒産ということがあって、合従連衡、または優勝劣敗も進んでいるということでご

ざいます。  

 14ページがＧＩの全体像です。これは御案内のことでございますが、４つのプログラム開発を進め

ているということで、いずれも計画どおり進捗してございます。今日はＫＨＩさんからもお話がある

と思いますが、特に研究開発項目１の水素のコンバッションというところでは、世界初で小型用水素

エンジンの運転試験、100％水素で成功したということで、これはまさにＧＩで御支援いただいたこ

とが一つずつ着実に進んでいるということでございます。  

 16ページ、技術開発を進めるだけではなくて、ルールをどうつくっていくのかということが非常に

重要だと思っておりまして、世界的なルールは、最終的にはＥＡＳＡ、ＦＡＡ、ＪＣＡＢというオー

ソリティが決めていきますが、その前にはいろいろな国際標準化団体で議論されていきますので、こ

こに日本の技術といろいろなルールメイキングで入っていくということを今、進めてございます。
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我々もこの国際標準化に向けた活動ということで、ＳＡＥと経産省でＭＯＵを結んでいまして、特に

脱炭素化技術について我々が貢献をし、しっかり標準化をつくっていくということを合意していまし

て、17ページには電動化、水素、軽量化・効率化に向けて、様々な貢献をしていますということが書

かれています。脱炭素化に向けたＥ－40コミッティタスクグループというのは毎年日本で開かれると

いうことになっていまして、これは経産省の、まさにこの場所でもやっておりますし、名古屋等々で

も開きながら、今、日本で主導していっているという形になってございます。  

 先生方からいろいろ御指摘いただいた点についてです。様々な技術動向を把握すべきとか、直接し

っかりやるべきだということであったり、ビジネスの状況、技術の状況というのは、ＮＥＤＯとも連

携しながらしっかり対応させていただいているということでございます。  

 次のページも、いろいろな技術があると。多様性を追いかけていくべきだということもありますの

で、水素のコンバッションのみならず、今日、御説明させていただく電動化、ハイブリッド化も含め

て追加をしてやっているということです。加えて技術開発のみならず、ルール化というところでも、

先ほど申し上げた標準化のところまで取組を進めているということでございます。  

 最後に社会実装計画の変更ということで、１．は少しマイナーな論点でございますが、コア技術開

発についての予算の増額ということで、これは全体を増額しなければいけないところで事務的に誤っ

てしまって、全体に適切に増額できるように割り当て直すというようにしたいと思っています。  

 ２番目が研究開発項目４の②にあった電動化率向上技術開発ということで、これはタキシングです。

足回りの電動化について技術開発を検討していましたが、多摩川精機株式会社でやむを得ない社内体

制の変更があって、なかなか継続的にやることが難しいということをお話ししました。これはＮＥＤ

Ｏと当省で相当協議をして、どこまでできないのか、できるのかということを議論しましたが、知見

も含めて体制が難しいということで、非常に残念ですが、中止を断念したということになっていま

す。  

 一方で、全体としては後ほど御説明があるIHIの中で、日本が得意な電動化についての研究につい

てはしっかり進めていきたいと思っていますので、その中で日本が持ち得る電動化技術の向上という

ことに努めてまいりたいと思います。  

 私からは以上でございます。  

〇白坂座長  ありがとうございました。では、続きましてプロジェクト全体の進捗状況等について、

ＮＥＤＯから資料５に基づき、説明をお願いいたします。  

〇佐藤ＰＭ  それでは、ＮＥＤＯより本件の進捗状況並びにＮＥＤＯ委員会でのコメントなどにつ
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いて御報告させていただきます。  

 本件は、次世代航空機の候補となります水素航空機、並びに電動航空機に係る技術開発といったこ

とを４つの研究開発項目で実施しております。  

 ２ページ目は2021年度より実施しております研究開発項目１及び２のプロジェクト概要について示

したものです。研究開発項目１は、水素航空機のうちの水素燃焼をターゲットにした水素燃焼器並び

にその周辺機器の開発、液化水素貯蔵のタンクの開発、水素航空機の機体構造検討を実施しておりま

す。また研究開発項目２につきましては航空機主要構造部品の複雑形状・飛躍的軽量化開発として、

主翼及び補助翼をターゲットにした複合材の成型技術を開発しております。  

 ３ページは、2024年度から開始しました研究開発項目３及び４のプロジェクト概要になります。研

究開発項目３は、水素航空機のうちの水素燃料電池電動推進システムの開発と、燃料電池コア技術の

開発です。研究開発項目４は、電力制御、熱・エアマネジメントシステム及び電動化率向上技術開発

を実施しております。なお、先ほど経済産業省さんからお話がありましたように、研究開発項目４の

研究開発内容②の電動化率向上技術開発につきましては、事業者のやむを得ない体制変更を理由に事

業中止としております。  

 ４ページ、プロジェクトの実施体制になります。こちらは2021年度より実施しております研究開発

項目１と２の体制になっておりますが、研究開発項目１でスロッシングの充実化として、東京大学さ

んを体制に追加しております。また、研究開発項目２の三菱重工業さん、これは主翼ターゲットなの

ですけれども、こちらの非破壊検査の充実化といったところで産総研さんを体制に追加しているとこ

ろでございます。  

 ５ページは研究開発項目３及び４の体制になります。2024年度から実施という形なのですが、研究

開発項目３につきましては、燃料電池の電動推進システムという形でＩＨＩエアロスペースさん、水

素燃料電池のコア技術開発ということで東レさんが主体となって開発を行っています。また研究開発

項目４の電力制御、熱・エアマネジメントシステムにつきましては、株式会社ＩＨＩさんが主体とな

って実施しているという形でございます。  

 以降、６ページから11ページまでは各研究開発項目・研究開発内容の詳細を簡単にまとめた資料で

ございますが、説明は割愛させていただきます。  

 12ページはプロジェクトの実施スケジュールとなります。こちらは研究開発項目１及び２のスケジ

ュールとなっておりまして、研究開発項目１につきましては、2021年度から2030年度までの10年間実

施しておりまして、都合３回のステージゲート審査を予定しております。今年度末に第２回目のステ
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ージゲート審査の実施予定となっております。また研究開発項目２につきましては、②が2023年度末

にステージゲート審査を実施して、継続の判断がなされまして、今年度、計画どおり事業終了予定と

いう形になっております。  

 13ページが研究開発項目３及び４のスケジュールとなります。研究開発項目３の①につきましては、

24年度から29年度まで実施しておりまして、途中で３回のステージゲート審査を実施する予定で、

2024年の12月に第１回目のステージゲート審査を実施して、継続という判断を受けております。また

研究開発項目３の②、及び研究開発項目４につきましては、2024年から30年度まで実施しておりまし

て、途中で２回のステージゲート審査を実施します。25年度末、今年度末ですけれども、両方とも１

回目のステージゲート審査を実施する予定としております。  

 14ページ、プロジェクト全体の進捗状況でございますが、ＮＥＤＯ委員会などによりまして、研究

開発については計画どおり進捗しているということを確認しております。ただし、ＮＥＤＯ委員会の

委員から、自社の事業面、技術面でのポジショニングを把握して、必要に応じて流動的に研究開発を

進めるよう助言を受けているところです。また、研究開発項目１につきましては、当初、水素関連試

験設備を国内で整備して、国内での試験ということを計画しておりましたが、許認可等の関係で計画

どおり整備できない設備ができまして、一部の試験については海外での試験実施という形に計画変更

しております。こちらの変更に伴い、ＮＥＤＯ委員からは、海外実施ということで、それに伴うリス

クを明確にするとともに、リスク回避策などを十分に精査して、開発進捗に影響が出ないようにする

ことといったようなコメントを受けているところでございます。  

 以下、ＮＥＤＯ委員会の委員の先生方のコメントをまとめたものになりますが、こちらでこの後、

発表があります事業者さんのところについてのみ御報告させていただきます。  

 まず研究開発項目１ですが、川崎重工業さんの水素航空機向けコア技術開発でございます。委員の

ほうからは目標達成に向けてのロードマップやマイルストーンといったところがちょっと分かりづら

いので、整理するようにと。また現状、どこにいるかも含めて反映することといったようなコメント

や、先ほどお話しした海外試験実施でのコメントといったものを受けているところでございます。  

 続きまして研究開発項目３、燃料電池電動推進システム開発のＩＨＩエアロスペースさんですけれ

ども、こちらは先ほどお話ししましたように、24年12月に第１回目のステージゲートの審査を行って、

委員会として継続という判断を受けておりますが、委員からは、機体ＯＥＭやエアラインとの具体的

な連携状況が不明であるため、実現可能性が判断できないといったコメントや、機体ＯＥＭ、エアラ

インと連携し、市場性の確認、特に海外の動向を考慮しながら、研究開発項目の妥当性確認が必要だ
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ろうといったようなコメントを受けているところでございます。  

 続きまして、研究開発項目３の東レさんになりますけれども、こちらにつきましては複数の顧客パ

ートナーとの開発、実用化マネジメントをしている点は評価されております。  

 19ページが研究開発項目４のＩＨＩさんになります。ＩＨＩさんにつきましては、航空機の電動

化・ハイブリッド化をめぐる事業環境というのが大きく変化しているといったところで、実用化が中

長期的であっても、短期的な環境変化を確実に把握・分析することが重要だと。そのため、事業環境

や認証・規制などの動向変化を踏まえて、都度、柔軟な対応をお願いしたいといったようなコメント

を受けているところでございます。  

 20ページはプロジェクトを取り巻く環境ということで、ＮＥＤＯからも、Universal Hydrogen倒産

とエアバス社の水素航空機就航目標の遅延といったことを挙げさせていただいておりますが、こちら

は先ほど経済産業省さんから御報告がありましたので、割愛させていただきます。  

 最後に、ＮＥＤＯによる社会実装に向けた支援に関する取組状況といったところでございます。Ｎ

ＥＤＯでは、本件につきましては事業開始当初から毎年、市場動向、技術開発動向といった調査を伴

走的な形で実施しておりまして、それらの情報を事業者、ＮＥＤＯ委員会の委員など、関係者に共有

するというような取組や、ＮＥＤＯ委員会の委員向けのサイトビジット、これも毎年実施しておりま

すが、これらを行って、適正なモニタリングやステージゲート審査につなげる取組を行っております。

また、本件の認知度・社会受容性向上のために、展示会、講演会等で積極的に発信いたしまして、昨

年度は国際航空宇宙展での講演や航空安全シンポジウムでの講演、またnano tech 2025への出展とい

ったことを実施しているところでございます。  

 以上で報告を終わります。  

〇白坂座長  ありがとうございました。  

 それでは質疑に入りたいと思います。なお、議論の時間も限られてございますので、プロジェクト

担当課及びＮＥＤＯからの回答は簡潔にお願いいたします。  

 それでは、意見のある委員におかれましてはネームプレートをお立てください。まずは関根委員、

お願いいたします。  

〇関根委員  御説明ありがとうございます。まず水素に関わる状況の変化というところに関しての

コメントです。水素側の話だけを注目しておられるようですが、例えば昨年末に出たＥＵコミッショ

ン2040では、2040年の時点で99％今と同じ形でということですし、ReFuelEU Aviationのほうでは、

１つは、Hydrogen Bankとの接続をついにやると。マリタイムと一緒に並んでやると。それからもう
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一つは、ＥＵ－ＥＴＳの金を、アビエーション絡みの金は全部ＳＡＦにつけるということを明確に言

い出した。そういう意味では、もうＳＡＦ全振りでＥＵは動いている状況です。ボリュームゾーンと

いうのが、果たしてどれぐらい意味を持つかということをもっと真剣に考えなくてはいけない気がし

ていて、エアバスの320は、今、月間50機以上つくっています。787は月４機しかつくっていないです。

売上げはエアバス320１機が150億ぐらいで、787は250～300億ぐらいではないかと思うのですけれど

も、そういう意味で言うと、プリウスを大量につくっている人と、クラウンをちょろっとつくってい

る人で、クラウンの一部に部品を供給しているのだけれどもと言って、プリウスが世の中を支配して

いるみたいな中で、そこの単通路に対して、あるいは水素ではないところに対して、もっと目を配っ

て、世界の勝ち馬は何なのかというのを見定める必要があるのではないでしょうか。という、ちょっ

と厳しい意見ですみません。  

〇白坂座長  今の意見に課長、何かありますか。  

〇呉村課長  ありがとうございます。御指摘のとおりでございまして、そういう意味では、別に水

素だけに張っているつもりは全くなくて、単通路機参入というのは、我々が書いたボリュームゾーン

にどう入っていくかというところがまさにキーだと思っています。ただ、次の機体はいきなりカーボ

ンニュートラルにはならないと思いますので、737MAXの後継、321XLR、320の後継をどうしていくの

かというのをエアバス、ボーイングと議論していまして、複合材技術をどうやって入れていくか。ま

た複合材は、今先生がおっしゃったように、787は月産最大で14機ですけれども、次は80機と言って

いますので、80機、本当につくれるのかというところも含めて、これは日本のものづくり基盤がない

とつくれないというのはみんなよく分かっていますので、そういうところを見ながら、まずはボリュ

ームゾーンにおける単通路機市場にどう入っていくのかというところと、協議としてはその一部の、

パーシャルな、本当に小さい分ですが、カーボンニュートラルなところもやりながら、これを組み合

わせていくというのが、先生がおっしゃったように非常に重要だと思っています。  

〇白坂座長  ありがとうございます。続きまして高木委員、お願いします。  

〇高木委員  高木でございます。  

 担当課にお聞きしたいのですけれども、システムインテグレーションの重要性を挙げられていて、

今日の資料では開発プロセスのＤＸ化ということで、私自身も他の分野ですが、システムインテグレ

ーションしていくに当たってＤＸしていないなど、あり得ないというか、そこがこれからますます重

要になると思っています。ただ、今日の資料では、それを担当しているのがＫプロだというように書

いていましたけれども、それだけだと、開発プロセスだけみたいに見えましたし、Ｋプロの話も詳し
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くは存じ上げませんが、生産とか、そのほかのところもどうするのかなというところが疑問の一つと

してあります。  

 それからもう一つは、認証においても開発プロセスを認証していくという動きがあると思いますが、

Ｋプロに任せているよということにはなっていないでしょうねというところを確認させていただきた

い。この２つ、よろしくお願いいたします。  

〇呉村課長  ありがとうございます。Ｋプロは白坂先生に見ていただいているのですけれども、こ

れは別に日本だけの話ではなくて、ボーイングもエアバスもみんな困っていまして、実は飛行機のデ

ジタル開発というのは相当遅れています。それは、設計ドメインを彼らがドミナントなポジションで

いるということの裏返しでもあるのですけれども、御案内のように、新しいカーボンニュートラル技

術がどんどん入っていくと、先生おっしゃるように、図面で書いたものを本当にものづくりに落とし

込めるのかというところと、もっと言うと、認証の世界に落とし込めるのかというところをやらなけ

ればいけない。これはみんな困っているので、今、Ｋプロでやっているのは、まさに設計と製造をど

うやってつないでいくようなデジタルセットを作れるのかということの幾つかのシミュレーションを

やっていまして、さらに野心的に言うと、それを認証までつなげていくということで、今、ＪＣＡＢ

も入ってやってもらっています。  

 そこだけが命綱ではなくて、もちろん先ほど申し上げたような、我々のインテグレーションという

意味は、いろいろな幅広い意味を取っていますが、設計上流から入っていくことが大事だと思ってい

ますので、カーボンニュートラルにおいてもシステムインテグレーションとして入っていくというこ

とだと思いますし、単通路機仕様もコンポーネント売りではなくて、設計上流から入っていくという

ことで、いろいろな枠組みの中でそれに入っていくということに注力しています。  

〇高木委員  どうもありがとうございます。ぜひ、広く協力し合ってやっていただければと思いま

すので、よろしくお願いいたします。  

〇白坂座長  私からも１つだけコメントさせていただきます。今、ちょうど米国もＤｏＤのほうが、

デジタル・エンジニアリング・ストラテジーをアップデートして、デジタルエンジニアリングをどう

使うかという方針がかなり変わって、新しくなりました。日本で言うと、それを今、フォローしなが

らやっているのが、先ほどもありましたＧＣＡＰ。ＧＣＡＰ／次期戦闘機でもそれを横目に見ながら、

どうやって本当にやっていくかという議論は進んでおりますので、多分、民間で言うとＫプロなので

すが、先ほどシナジーというところで防衛と民とのシナジーというのもありましたけれども、それは

やはりＧＣＡＰが中心になるかなと思います。ＧＣＡＰはヨーロッパとの国際協力になるので、ヨー
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ロッパ側もそこを気にしているというのもあります。なので、どこか１か所でやるというよりは全体

を統合的にやるような感じで今、動いているという認識でございます。ただし、おっしゃるとおりで、

すごく重要なところなのと、戦闘機の場合は認証がないので全然違う話がありまして、認証は認証で

すごく大切なところでして、Ｋプロの中でも、デジタルでどうやって認証していくかという話が一つ

大きなポイントとして挙がっています。そことも連動していきながら、本当にインテグレーション能

力をどう身につけていくか、重要なところかなと思います。  

〇高木委員  どうもありがとうございます。  

〇白坂座長  では、続きまして長島委員、お願いします。  

〇長島委員  御説明ありがとうございました。航空機産業戦略のお話を伺って、とても野心的だと

思いました。でも、逆に、本当に進めていくのは結構な覚悟が要ると思います。予算措置が100倍と

か、そういうレベルにならないと難しいのではないかと。その予算措置が本当にあるのか心配だと感

じています。  

 あと、2035、2040という時間軸も示されていましたが、10年というのも極めてストレッチゴールな

のかなというようには感じました。完成機メーカーを買収できる話が仮にあるのだったら、それはそ

れで可能かもしれないのですが、買収しないでやる上では、やはり何かしら相当な選択と集中をする

か、本当に予算措置の桁を上げるとかしないといけないのでは。逆に言うと、ほかの産業をある意味

捨てるぐらいの部分も含めてやっていかないといけないのかなと思いました。  

 あと、ＧＩに関しても、要素技術はもちろん大事とはいえ、やはり完成機、全体のところも含めて、

そこへの予算措置もやっていく必要があるのではないかと思います。その際、遅れているので、企業

またぎですよね。日本のトッププレーヤーを本当に集める、そういうＧＩ基金の立てつけをやってい

かないと厳しいと考えています。  

 もう一点、エアバスの話があって、報道から知ったという話があったのですが、その一方で密な議

論をされているという記述だったり、技術進化が遅いために遅延したのではないかという推測もあっ

たと思うのですけれども、各企業が技術進化を押し出して、前倒しにしてもらうかぐらいの能動的な

取組が必要だと考えます。結局、報道で知ったということは、内部に入り込めていないというのが現

状なのかなと感じました。  

 以上です。  

〇白坂座長  担当課から何かございますか。  

〇呉村課長  完成機は、資料の中にもお示しをしましたが、やはり日本としての不可欠性というの
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はすごく大事かなと思っています。グローバルに生産をしていますので、日本がいないと飛行機をつ

くれないよねという領域をどうやってたくさんつくっていけるかということが大事だと思っていまし

て、そういう意味では、我々が示している、量産的な生産リソースをどう持てるかという話と、そこ

にカーボンニュートラルの技術をどう組み合わせていくかというのは一つ大きなキーになると思って

いますので、そういう形で不可欠性を高めながら完成機事業に近づけていければと思っています。  

 ＧＩはＧＩで一つの側面だと思っていますので、別途ＧＸの経済移行債のほうでは、この３年から

５年で今1,200億円ぐらいの予算措置をしながら、これは相手方があるものですから、いろいろな相

手方とどう組むかということの戦略をつくっているということでございます。  

 エアバスとの関係は日々やっていますので、報道で出ていることとは別に担当者ベース、またはト

ップ同士でもよく議論をしています。あまり心配しないとも言っていますし、むしろ今日も各社から

発表がありますが、我々としては技術的な進捗をしっかり進めながら、それを単純な技術売り、コン

ポーネント売りではなくて、先ほど申し上げたようないろいろなインテグレーションの中に入ってい

けるような枠組みをしっかりつくっていきたいと思っています。  

〇白坂座長  ありがとうございます。続きまして林委員、お願いいたします。  

〇林委員  今日は御説明ありがとうございました。今、呉村様のほうからＯＥＭの方とも話してい

て、そんなに心配しなくていいよというメッセージだったと思うのですが、ＮＥＤＯ委員会での意見

というのを幾つか読んでいると、やはりＯＥＭとの関係で、本当にＯＥＭで買ってくれるのかとか書

いてあって、そのあたりの感覚というのを、もしＯＥＭのＣＥＯとも、あるいはいろいろなルートで

お話しされているのであれば、もう少し共有いただきたいということが１点目です。  

 それから２点目なのですが、先ほど呉村さんから、日本がなければできないのだというところを強

調していきたいとおっしゃっていただいたのですが、これは飛行機の議論が今、どうなっているのか。

私もアメリカの関税についていけていないのですけれども、アメリカで、国内で全部つくると言い始

めたり、あるいは日本からの部品について関税をかけると。もしあまり心配することに該当しないと

いうことであれば、そのあたりもお話しいただければと思います。  

 以上です。  

〇呉村課長  ありがとうございます。ここは公表の場ですので、公表の場でお話しできることと、

非公開の場で皆さんにお話しできることは分けて議論させていただければと思いますが、エアバスと

の関係で言いますと、私が行って、アドホックに議論しているというよりは、ＤＧＡＣという向こう

の産業当局の中で、毎年テーマを決めて議論をしていくということをもう既に合意をしていまして、
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その中で、まさにこのＺＥＲＯｅ、または、我々がＧＩでやっていることを技術的にどう評価をし、

どう入れていくかという枠組みが今、存在していまして、その中で、私なり、向こうのトップと、ま

た我々の担当者レベルでも密に議論をしているというフレームワークがあるということでございま

す。  

 ２番目の話は、これも今、議論していることなので表に出せないことも多いのですけれども、ただ

本質的には、日米との関係で申し上げますと、全てではないのですが、契約上はアメリカの輸入者が

負うことになっている契約が主なものですから、これはアメリカのＯＥＭ、機体・エンジン各社とも

相談をしながら、実はＷＴＯ協定に基づいてグローバル生産をしている航空機の関税というのは全て

無税になっていまして、本来であれば、その精神に基づいてそうあるべきではないかということの議

論を、今、アメリカだけではなくて、全世界のＯＥＭとも議論させていただいているということでご

ざいます。  

〇白坂座長  ありがとうございます。ほかは大丈夫ですか。また総合討議等もございますので、そ

こでも何かあればしっかりと聞いていただければと思います。  

 私のほうからも特に追加はございませんで、今まであった方々と同じで、やはりこれから先、結構

長いビジョンをつくられているので、そこに向けて、いろいろな支援の仕方の組合せになっていると

思います。決してＧＩだけではないというところはほかのプロジェクトも同じなのですが、うまく組

み合わせながらやっていく。しかも、すごく長期にわたる活動の中で状況がどんどん変化していくと

いうのがありますので、そのあたり、フォローしながら、アプローチを変えていくというのはなかな

か大変かと思いますけれども、ぜひともしっかりやってもらえればと思います。ありがとうございま

す。  

 それでは、これにて質義応答を終了いたします。プロジェクト担当課、ＮＥＤＯ、事務局におかれ

ましては、本日の意見を踏まえまして、プロジェクト推進において、今後さらなる検討をお願いいた

します。  

 それでは、これから企業からの説明に入っていきたいと思います。川崎重工業さんに入っていただ

いてください。  

  

     （川崎重工業株式会社入室）  

  

〇白坂座長  それでは、これから企業からの説明と質疑に移りたいと思います。  
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 プロジェクトの実施主体である企業の皆様から取組状況を説明いただき、委員との間で議論をいた

だきます。資料２の観点を中心に、事業戦略ビジョンの内容に基づき、各社の経営面の取組状況につ

いて御説明をいただきます。  

 それでは、川崎重工業株式会社代表取締役副社長執行役員・中谷様から、資料６に基づき、御説明

を10分程度でお願いいたします。  

〇中谷副社長  皆さん、こんにちは。ただいま御紹介にあずかりました中谷でございます。本日は

どうぞよろしくお願いいたします。  

 それでは、水素航空機向けコア技術開発に関する経営戦略及び当該プロジェクトの戦略上の位置づ

け、事業推進体制やプロジェクトへの取組状況について御説明いたします。  

 弊社グループは2020年に発表しましたグループビジョン2030におきまして、次の社会に向けて、安

全安心リモート社会、近未来モビリティ、エネルギー・環境ソリューションの３つの領域における具

体的な取組を提案しております。その中でも、来るべきカーボンニュートラル時代を目指して、水素

サプライチェーンの構築にチャレンジすることを宣言してまいりました。  

 そこでは、「つくる、はこぶ・ためる、つかう」をキーワードに、水素の製造から利用までの水素

チェーンの全ての工程に取り組み、世の中に安価な水素を流通させることで、政府が目標に掲げてお

られます、2050年のカーボンニュートラルの実現に貢献したいと考えております。  

 さらに、水素サプライチェーンを構築した後に、さらなる水素の大量製造、大量輸送を促進すると

ともに、将来的に水素を利用する分野の拡大に取り組んでいく計画でございます。そして、その水素

利用分野の拡大の一環として、水素航空機の社会実装にも取り組んでおります。  

 当社の水素事業の見通しとしましては、2025年度時点で500億円超の売上げを予想しておりますが、

今後、仲間づくりや知財、標準化活動を推進することにより、2030年度には商用の第一弾として水素

サプライチェーンの構築をする準備を整え、4,000億円あまりの事業規模を目指す計画でございま

す。  

 今回のグリーンイノベーション基金事業における水素航空機コア技術開発では、水素燃焼器、液化

水素燃料タンク、水素燃料供給システム、そして機体構想といったキー技術の開発に取り組んでおり、

本事業を通じて水素航空機の社会実装を推進することにより、航空機のＣＯ２排出削減に大きく貢献

したいと考えております。  

 本事業に対する経営者としての具体的な施策・活動の方針としましては、経営者の果たすリーダー

シップとして、本事業を着実に、かつ迅速に進めるために、航空宇宙システムカンパニーに専門の部
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署であるプロジェクト総括部を設け、事業のモニタリング、管理体制の強化に努めております。また、

事業の進捗に合わせて順次人員の補強も行っております。さらには、社内の他カンパニーや、本社の

水素戦略本部、技術開発本部など、他の分野で弊社が保有しております水素関連技術や知見、ノウハ

ウを、本事業に統合的に活用すべく、水素航空機検討ワーキンググループを立ち上げ、全社を挙げて、

効率的な研究開発を進めております。  

 ステークホルダーへの説明という観点では、グループビジョン2030の制定以来開催しております事

業説明会の中で、水素航空機への取組も適宜ＰＲをしております。例えば、2023年度第１四半期の決

算説明会資料では、航空宇宙システムカンパニーにおける重点施策の一つとして開発目標を記載する

とともに、2024年度第３四半期の決算説明会資料においても、トピックスとして航空機用小型水素エ

ンジンの運転試験の成功や、エアバス、関西エアポートとの水素航空機の運用準備に向けた連携につ

いて紹介してまいりました。このような弊社の水素事業への取組に対して、最近の米国の動向による

足元の水素市況に影響のある中、長期的な観点から、数多くのステークホルダーから、一様に高い評

価をいただいております。このような活動を通じて、水素航空機開発事業を弊社の企業価値向上につ

なげていきたいと考えております。  

 水素航空機の事業化及び市場拡大に向けて、自社開発すべきコア技術をしっかりと定義した上で、

技術検討と並行して、守るべき領域と標準化する領域の仕訳を明確にしつつ、開発したコア技術のオ

ープン・アンド・クローズ戦略を策定する方針で臨んでおります。このような考えの下、次のページ

に示します開発体制の中に知財・標準化検討チームを設けて、本社の関連部門や他カンパニーの知見

も活用しながら、戦略検討を進めてまいっております。  

 こちらのページに示しますのが社内の体制図になります。社長執行役員の橋本を筆頭に、事業の主

体となる航空宇宙システムカンパニーの下川プレジデントを長としまして、また、それを補佐する須

藤執行役員を担当役員に任命し、その直下に餝エグゼクティブフェローを研究責任者とする研究プロ

ジェクト体制を構築しております。その下には水素航空機の専門部署である水素航空機コア技術研究

プロジェクト総括部を設置し、本研究の全体統括の役割を担っております。さらに、その下に４つの

専門の技術開発チームと知財・標準化検討チームを設け、それぞれエンジン燃焼器、装備システム、

燃料貯蔵タンク、機体構造の技術開発と並行して、先ほど述べましたオープン・アンド・クローズ戦

略の検討も進め、事業戦略と連動させながら、着実に社会実装を推進するための体制としておりま

す。  

 弊社にとっての直接的な顧客でございます機体のＯＥＭやエンジンＯＥＭとは、水素航空機に関す
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る意見交換や協議を継続的に進めており、ＯＥＭの動向を常に注視し、適宜、水素航空機の事業戦略

に反映させながらプロジェクトを進めております。また、水素航空機の社会実装に必須となる空港イ

ンフラについては、2022年４月よりエアバス社と共同調査を実施しており、昨年、2024年度以降は実

際に空港インフラを運用する関西エアポート様にも参画いただき、共同調査を実施しております。さ

らに、実際の航空機の運用を担うエアライン各社とも継続した情報交換を行っております。  

 一方で、本プロジェクトで開発する水素活用のコア技術は、水素航空機のみならず、航空機以外の

多岐にわたる事業分野の様々な製品に使用可能であることを常に意識し、幅広い視点を持って、本プ

ロジェクトで開発したコア技術と、社内に保有する製品技術を掛け合わせた新たなビジネスの創出の

検討も進めております。  

 これまでの本プロジェクトの成果の例としましては、昨年10月にＪＡＸＡ能代ロケット実験場をお

借りし、自社製の航空機用小型ジェットエンジンに水素燃焼器を組み込んで、100％水素燃料による

エンジン運転に成功しております。左の写真になりますけれども、積極的にプレスリリースも行い、

各メディアでも報道され、注目を集めました。また、右側の写真にありますように、液化水素貯蔵タ

ンクにつきましても、試作１号機として金属製真空二重殻構造のタンクを製作し、各種性能試験によ

る評価を実施中でございます。弊社では、本事業を通じて将来の航空機業界の脱炭素化への貢献を目

指す所存でございます。  

 引き続き、前回までのワーキンググループにおいて御指摘、コメントをいただいた事項に対する対

応を、この後の資料にまとめております。この御指摘、コメントが数多くございますので、ここでは

重要な２つの項目をピックアップして、簡単に御説明させていただきたいと思います。  

 19ページまで飛んでください。この表の一番上の№１「既にＯＥＭによるコンポーネント発注先の

検討が始まっている可能性もある中、情報収集や戦略検討に係るスピード感や、それを担保する社内

体制をどのように確保するか明確にしていただきたい」、そういったコメントでございます。これは

先ほども本文中で述べておりますように、航空宇宙システムカンパニーの直下に水素航空機の専門部

門を設置しまして、技術開発の推進とともに、ＯＥＭ企業やエアライン各社との意見交換を通じて情

報収集や戦略検討を実施することにより、情報の集約、意思決定の迅速化を可能にする体制を構築し

ております。そういった形でプロジェクトの遂行に当たっているということを御説明させていただき

ます。この内容は22ページでも再掲しておりますので、また御覧ください。  

 次のページをお願いします。№４です。「水素技術を横展開できる強みを生かし、本プロジェクト

で獲得する技術と、航空機部門以外で蓄積された自社の技術・ノウハウを統合的に検討・活用するこ
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とでシナジーを生み出し技術開発を加速させていただきたい」、そういったコメントをいただいてお

ります。こちらに対しましては、全社の水素に関わる各組織の上層部から担当者レベルの各階層にお

きまして、例えば水素航空機検討ワーキンググループなどの活動を通じまして、技術・ノウハウ等の

情報を相互に共有し、活用できる体制を構築し，技術開発を効率的に推進してまいっております。  

 長くなりましたけれども、資料の説明は以上となります。御質疑、コメントをよろしくお願いいた

します。  

〇白坂座長  ありがとうございました。  

 それでは、質疑応答に入りたいと思います。なお、ライブ中継はここまでとさせていただき、以降

の企業説明部分については、後日、議事要旨にてポイントを記載いたします。説明に用いる資料につ

きましては、経済産業省のホームページに掲載しておりますので、こちらも御参照ください。  

 

【川崎重工業株式会社の質疑に関しては非公開】 

 

〇白坂座長  それでは、もう時間にもなりましたので、以上をもちまして質疑応答を終了したいと

思います。  

 中谷様、本日はプロジェクトの取組状況に関して御説明をいただき、ありがとうございました。引

き続き御自身のリーダーシップの下に取組を推進していただきますよう、よろしくお願いいたします。

どうもありがとうございました。  

  

     （川崎重工株式会社退室）  

     （東レ株式会社入室）  

  

〇白坂座長  それでは、続きまして東レ株式会社ＨＳ事業部門長・豊崎様から、資料７に基づき、

御説明をお願いしたいと思います。公開資料部分10分と非公開資料部分２分の、もう今現在は非公開

状態でやっておりますので、合わせて12分以内で御説明をお願いできればと思います。お願いいたし

ます。  

〇豊崎部門長  東レの豊崎でございます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。  

 私ども東レは、東レグループのサステナビリティビジョンにおいて、地球規模での温室効果ガスの

排出と吸収のバランスが達成された世界など、４つの世界を目指すことを宣言し、すぐれた先端素材
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の力で気候変動や資源・エネルギーの問題解決を通じて社会の持続的発展に貢献することを目指して

います。  

 その一環として、カーボンニュートラルの達成の鍵とされている水素社会の実現に貢献すべく、関

連素材の開発に注力しており、水素の製造から利用の各段階において、風力発電機の大型化や燃料電

池車の高性能化などに炭素繊維をはじめとする先端素材で幅広く貢献しております。中でも、水電解

装置及び燃料電池用の核心部材である電解質膜には、当社の次の成長を担う事業とするべく、経営陣

のリーダーシップの下、開発・事業化に戦略的に取り組んでおります。  

 当社が取り組んでいる水素関連デバイスとして、左から水電解、水素圧縮、燃料電池の構成と原理

を紹介しております。電解質膜は共通のキーマテリアルですが、東レは得意とする高分子科学技術を

駆使して、独自の炭化水素系ＨＣ電解質膜を開発し、これら水素関連デバイスの飛躍的性能向上を図

っております。  

 私どもは、このＨＣ電解質膜及びその派生事業を将来の東レを支える事業に育成しようと考えてい

ます。東レグループのサステナビリティビジョンには、持続可能な社会の実現のための課題と取組を

示しておりますが、その具体的取組の１つにＦＴプロジェクトというものがございます。これは社長

がリーダーとなって、次の成長ステージを担う大型テーマを設定し、そこに経営資源を重点的に投入

し、新事業の創出を目指す取組です。ＨＣ電解質膜関連の研究開発と事業化推進も、このＦＴプロジ

ェクトのテーマに指定し、経営資源を重点的に投入しております。  

 また、社内外のステークホルダーに対して、ここに示しているような手段や機会を通じて、ＧＩ基

金事業に採択いただいております、水電解によるグリーン水素製造の分野を含めて、東レの技術及び

事業がカーボンニュートラル社会の実現に貢献することを広く公表、説明しているところです。  

 最後に、私どもはＨＣ電解質膜の事業化のために、2017年に社長直轄の専門部署としてＨＳ事業開

発推進室を設置し、電解質膜の高次加工技術を保有するドイツのGreenerity社を買収して子会社化す

るなどの開発を進めてまいりました。そして2022年６月に、この事業を大型事業として本格的に育成

すべく、取締役会の決議を経て、弊社８番目のプロフィットセンターとしてＨＳ事業部門を新設し、

専任の事業部門長の下、技術開発と事業化推進を一体で進める体制を整備しております。  

 私からは以上でございます。  

〇出原主幹  東レの出原でございます。事業戦略について御説明いたします。  

 東レは、再エネ由来の電力を用いて水の電気分解からグリーン水素を製造し、熱需要などの産業部

門、燃料電池トラックや燃料電池航空機などの運輸部門で活用するセクターカップリングにより、カ
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ーボンニュートラル社会の実現に貢献していきたいと考えております。  

 先行する水電解のＧＩ基金事業について示しております。東レは水電解の技術開発リーダーとして、

カナデビア、シーメンス・エナジーと共同で、これまでの米倉山の1.5メガワットの約10倍スケール

アップ、国内の最大級となる16メガワットクラスのＰＥＭ型、大型水電解装置の技術開発・実証を推

進しております。  

 そのグリーン水素を実証サイトに、山梨県のサントリー天然水南アルプス白州工場を決定させてい

ただくとともに、２月から現地工事を開始しました。  

 東レは、ビジネスモデルとして、先行する海外市場の獲得を目指し、国内外パートナーとともに国

内だけでなく、海外にも事業展開を推進したいと考えており、2021年には山梨県、東電とともに国内

初のＰ２Ｇ事業会社、Yamanashi Hydrogen Company、ＹＨＣを設立するとともに、シーメンス・エナ

ジー社とパートナーシップを締結し、共同でグローバルなグリーン水素サプライチェーンの構築を目

指すことを発表いたしました。  

 本事業の水素燃料電池では、特に次世代航空機用途の燃料電池電動推進システムをターゲットとし

ておりますが、航空機向けに開発した高性能な燃料電池コア技術は、ヘビーデューティトラック、船

舶等にも展開可能と考えております。  

 東レＨＣ膜の付加価値を示します。低ガス透過性、耐熱性、ＰＦＡＳフリーといった東レ独自のＨ

Ｃ電解質膜の強みを生かして、燃料電池の高温作動化、重量出力密度向上という価値を提供し、次世

代燃料電池航空機やカーボンニュートラル社会の実現に貢献したいと考えております。  

 そのビジネスモデルとしては、航空機の燃料電池電動推進システムに搭載すべく、顧客パートナー

と共同でＰＥＭ型燃料電池の高温作動化・大型化・軽量化による重量出力密度向上に取り組むととも

に、世界市場の獲得を目指し、顧客パートナーとともにグローバルに事業展開を推進したいと考えて

おります。  

 欧州の標準化、囲い込み戦略、ＰＦＡＳ規制について、17ページで示しております。  

 プロジェクト体制を示します。欧米政府との連携強化や欧米企業との共同開発等による日本の航空

機産業の国際競争力強化を目指し、東レがプロジェクトリーダー、①のコア部素材は日本バイリーン

への再委託、②航空機用、③標準大型化燃料電池スタックは顧客パートナーＸ、Ｙとのそれぞれの共

同開発、④の燃料電池システム陸上実証は山梨県への再委託とする、こちらの体制を構築しまし

た。  

 研究開発の取組状況について御説明いたします。  
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 研究開発内容①では、大型燃料電池スタックコア部素材の開発について、2030年のＫＰＩ及び中間

目標をこのように設定して取り組んでおり、表面品位良好な補強膜の施策に成功するなど、順調に進

捗してございます。  

 研究開発内容②では、航空機用燃料電池スタックの開発・実証に取り組んでおり、こちらもパート

ナーＸ社の小型セルで目標を達成するなど、順調に進捗してございます。  

 研究開発内容③では、同様に標準大型燃料電池スタックへのコア部素材の実装技術開発・実証に取

り組んでおり、こちらもパートナーＹ社との小型セルで目標性能を達成するなど、順調に進捗してご

ざいます。  

 研究開発内容④では、航空機用燃料電池システムの陸上実証に取り組んでおり、顧客パートナーＸ、

Ｙと山梨県と連携させていただき、高温燃料電池の評価・実証設備や陸上実証機の導入と実証を進め

てまいります。  

 最後に開発スケジュールをお示しします。2025年度末に基本仕様を決定し、2028年度末に実証試験

前ステージゲートを設け、2029年度以降に陸上実証、2030年以降の水素航空機の事業化を目指してま

いります。  

 最後は前回の指摘事項への対応を示しております。  

 以上でございます。ありがとうございました。  

 

【東レ株式会社の一部説明及び質疑に関しては非公開】 

 

 〇白坂座長  それでは、以上をもちまして質疑応答は終了とさせていただければと思います。  

 豊崎様、本日はプロジェクトの取組状況に関して御説明いただき、ありがとうございました。引き

続き取組を推進していただきますよう、よろしくお願いいたします。以上で終わりにします。ありが

とうございました。  

  

     （東レ株式会社退室）  

  

〇白坂座長  それでは、ここで休憩としたいと思います。ちょっと短くて申し訳ないのですが、３

時５分再開ということで、８分ぐらいの休憩時間を取らせてもらえればと思います。３時５分再開と

いたします。よろしくお願いします。  
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     （暫時休憩）  

     （株式会社ＩＨＩ・株式会社ＩＨＩエアロスペース入室）  

  

〇白坂座長  それでは、再開させていただきます。ここからはハイブリッドという形になりま

す。  

 株式会社ＩＨＩ代表取締役副社長執行役員・盛田様、及び株式会社ＩＨＩエアロスペース代表取締

役会長・佐藤様より、資料８に基づいて御説明をお願いしたいと思います。  

〇盛田副社長  ＩＨＩの副社長でございます盛田でございます。  

 本日は当社の取締役会との兼ね合いでそちらにお伺いできずにリモート参加になりましたこと、大

変深くおわび申し上げます。  

 本日、御説明する事業につきましては、研究開発から社会実装まで、全社の経営課題として今まで

も進めてまいりました。これからもきっちりとコミットして進めていくということを宣言いたします。

よろしくお願いいたします。  

 なお、説明そのものは、本日、そちらにお伺いしております常務執行役員航空・宇宙・防衛事業領

域長であります佐藤から説明をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。では、お願い

します。  

〇佐藤常務／会長  ＩＨＩの航空・宇宙・防衛事業領域長をやっております佐藤と申します。どう

ぞよろしくお願いいたします。  

 これから２件、通しで御説明をしてまいりたいと思います。まず電動化のところを御説明してまい

ります。  

 １ページ目でございますけれども、当社ホームページで公開しておりますサステナビリティ方針で

ございまして、ＩＨＩグループは、長期視点で持続可能な社会の実現に貢献する「ありたい姿」の実

現に向けて、新たな価値を創造してまいります。こういったようなことを社外に向けても宣言をして

いるところでございます。  

 次をお願いします。ＩＨＩグループは、2021年11月にＩＨＩグループＥＳＧ経営を発表してござい

まして、その翌12月に、その詳細を示したIHI ESG STORYBOOKを発表してございます。その中でＩＨ

Ｉカーボンニュートラル2050を宣言してございまして、ＩＨＩグループは2050年までにバリューチェ

ーン全体でカーボンニュートラルを実現するという目標を掲げてございます。  
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 次をお願いします。そしてＩＨＩグループは2023年に経産省が主導されるＧＸリーグに参加をして

ございます。さらにＩＨＩグループ環境活動2023を策定し、その中で削減目標を設定してございます。

Scope３排出量削減ロードマップにおいて、カテゴリー11の取組内容に、従来形態航空エンジンの改

良、そして革新形態航空エンジンの開発・市場投入を掲げてございます。今回、御説明する２件につ

きましては、この後者に相当するものでございます。  

 次をお願いします。私どもの現中期経営計画でございますグループ経営方針2023の中で、成⻑・育

成事業へ経営資源の大胆なシフトによる事業ポートフォリオの変革を推進するというようにうたって

ございまして、私の航空・宇宙・防衛事業領域は成長事業に位置づけられております。右側の図の中、

左上に成長事業と書いてある、その下に中核事業とございますけれども、中核事業からの人的リソー

スのシフト、それから全社的な重点的な投資をしていただいているというところでございます。  

 次をお願いします。同じくグループ経営方針2023の中で、独自の軽量化技術、電動化技術の開発や

水素燃料の適用に加え、環境に優しく、経済的な航空機における2050年のカーボンニュートラルの実

現を目指しているということを宣言しているところでございまして、左の、黄色でハッチングしてい

るところです。ここの下の部分、電動化、水素推進技術と２つございますけれども、ここで発表させ

ていただくのはこの２つのテーマになりまして、今、御説明している資料では左側の電動化が対象に

なってございます。  

 次をお願いします。推進体制でございますけれども、経営者のコミットメントの下で、専門部署に

複数チームを設置してございます。右側の組織内体制図というところでトップに弊社の社長の井手が

おりまして、その下に私、その右下がこの技術開発の実働部隊としている技術開発センター、その下

のエレクトリフィケーショングループというところでこの技術開発を推進してございますが、事業化

戦略を担当する部門として次世代プロジェクト部というのがございまして、この両輪で回していると

いうことになります。  

 経営者のリーダーシップとしましては、コーポレート部門である戦略技術統括本部によるグループ

全体の電動化技術戦略策定を経て、今回、この４月から、私の事業領域に次世代プロジェクト部とい

う部を創設しまして、グループ内でリソースシフトを進めているところでございます。経営者の事業

の関与としましては、経営層の定期的なモニタリングをしながらフォローしていくというのと併せて、

シニア有識者のレビューによる実施状況の妥当性、技術的な妥当性の検証、事業面でも有識者による

レビューを進めている、この両輪で関与しながら技術開発を進めているところでございます。  

 知財戦略につきましては、そこにお示ししているとおりでございます。  
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 次をお願いします。私ども、経営戦略の中核にこの航空機電動化事業を位置づけておりまして、ス

テークホルダーとの対話を推進しているところでございます。今、御説明している資料の中では航空

機電動化、それから次の資料で水素ＦＣ推進システムを御説明しますけれども、その開発事業の取組

を社外にも積極的に発信しているところでございます。この資料も、昨年10月に社外のステークホル

ダーに発表した資料から抜粋をしているものでございますが、このグラフは横軸が年、縦軸にＣＯ２

エミッションということで、2050年にカーボンニュートラルの実現に向けて幾つかの選択肢が考えら

れているわけですけれども、今回、ここで御説明する２件の技術開発は航空機の技術革新というとこ

ろに相当するものでございまして、今、この資料で御説明しているのは左下のところの電動化、次の

資料で右下の水素ＦＣ推進という、この両輪で私どもは技術開発を進めてございます。  

 次をお願いします。研究開発段階からの将来の社会実装を見据えた計画というところで、私ども、

国内連携と海外連携、それぞれを進めてございます。下のほうの国内連携になりますけれども、図で

いいますと左側のような形で、このＧＩ基金事業においてＭＥＡＡＰというコンソーシアムを中心と

した参画企業、それからアカデミアの経験・叡智を結集する形で、この技術開発を進めてございます。

さらに一例として、右側のところです。秋田県さんと航空機システム電動化を基軸とした連携協定を

締結してございます。こういったような国内連携を進めている。さらに海外につきましては、こちら

に３点記載をしておりますとおりでございますが、私ども、民間航空機用のエンジンの国際共同開発

には、かなり多くのプログラムに参画してございます。そういった既存のパートナーであるエンジン

ＯＥＭだけではなくて、こういった新しい革新的な技術の開発を進めるに当たっては、海外の機体Ｏ

ＥＭとのコミュニケーションが非常に重要と考えて、そういった会社とのコミュニケーションに注力

をしているというところが特徴的なところかなと思っています。  

 次をお願いします。こちらのスライドは、この研究開発の概要、その主なスケジュールになります。

最終的にはコア技術のＴＲＬ６、システムレベルの実証までを見据えて、主に研究開発内容というと

ころの①から④までの４つの項目について技術開発を進めてございます。主なマイルストーンとして

は右側の図にあるとおりでございまして、①から④のの簡単な御説明を左下の図の中に記載しており

ます。  

 次をお願いします。それぞれの４つの項目の進捗でございますが、ここに記載してございますとお

りで、この技術開発の中ではシステムインテグレーションも見越しておりますので、システムのデザ

イン設計、そのシステムを構成する各機器の設計検討、こういったもののＰＤＣＡを回しながら、こ

の技術開発の中で進めていくわけですけれども、今までのところは順調にスタートしているというと
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ころでございます。  

 次をお願いします。最後、前回のワーキンググループにおける、このプロジェクトに対する御意見

への対応として整理しておりますが、細かいですので説明は割愛させていただきます。  

 もう一つの資料に移っていただきたいと思います。最初のほうは、今、私が説明した資料とほとん

ど重なってございますので、５ページに飛んでいただきたいと思います。５ページの図につきまして

も先ほど御説明した資料と同じでございますが、こちらは赤で囲ってございます真ん中のところ、水

素推進技術というところが対象になるということでございます。  

 次をお願いします。この技術開発事業につきましては、ＩＨＩグループの中のＩＨＩエアロスペー

スという関係会社のほうで事業推進をしてございます。このＩＨＩエアロスペースの説明を少し加え

ているのがこの６ページになりますが、ＩＨＩエアロスペースは高度な技術力を土台として、主に３

つの事業を展開してございます。その３つの事業が、ちょっと小さい字で恐縮ですが、右下のところ

です。航空機複合材事業、防衛事業、宇宙事業という、今まではこういった事業を展開してございま

す。これまで培ってきた高度な技術とものづくり力を生かして、この持続可能な社会の実現に向けて

取り組んでいく、こういう意味ではＩＨＩグループ全体の目標に合致した事業を進めているというと

ころでございます。  

 次をお願いします。体制でございます。ＩＨＩエアロスペースという独立した会社での取組にはな

りますので、ＩＨＩエアロスペースの組織内体制図としては、私自身がＩＨＩエアロスペースの代表

取締役の会長を務めておりますので、私が一番トップになっておりますけれども、ＩＨＩグループと

して、先ほど御説明した電動化とこの技術開発は、重要度は全く変わりませんので、ＩＨＩグループ

としての経営者の関与もしっかりやっているということを改めてお伝えしてまいりたいと思います。

この組織図の左下にＩＨＩの航空・宇宙・防衛事業領域民間エンジン事業部というのがありますが、

実際に事業はこの民間エンジン事業部で受け持つことになると思いますので、しっかり、今の段階か

ら事業戦略を練るところと連携をしているということをお示ししてございます。  

 知財戦略等は右側にお示ししているとおりです。  

 次をお願いします。８ページの図も、先ほど御説明した図と同じでございまして、先ほどの資料が

左側のもの、今回は水素燃料電池、右側のところが対象ですというのを改めてお示ししてございま

す。  

 次をお願いします。こちらの技術開発につきましても、システムインテグレーションを目指してご

ざいまして、そのシステムを構成する各機器とシステム設計、これのＰＤＣＡを回す必要があるとい
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うところを記載しておりまして、あとは認証機関との連携も非常に重要になるというところがポイン

トかと考えています。  

 次をお願いします。概要とスケジュールでございますが、概要としては①から⑤の５項目、それに

対するそれぞれのスケジュールが右側の絵にお示ししてございますとおりで、こちらも最終的にはＴ

ＲＬ６以上の確立を目指して進めるというものでございます。  

 次をお願いします。それぞれの進捗でございますけれども、先ほど御説明した電動化と同様、各項

目、まだスタートして１年というところなので、①から③のところに着手した段階ではございますが、

今のところ、おおむね順調に進んでいるというのがこちらに御説明しているとおりでございます。  

 次のスライドは先ほどのスライドと同じで、前回のワーキンググループでの御指摘への対応という

ことでお示ししてございますが、御説明は割愛させていただきたいと思います。  

 説明としては以上になります。  

〇白坂座長  ありがとうございます。  

 それでは、質疑応答に入りたいと思います。 

 

【株式会社ＩＨＩ・株式会社ＩＨＩエアロスペースの質疑に関しては非公開】 

 

〇白坂座長  ありがとうございます。ほかにございますでしょうか。  

 特にないようですので、以上をもちまして質疑応答を終了したいと思います。  

 盛田様、佐藤様、本日はプロジェクトの取組状況に関して御説明いただき、ありがとうございまし

た。引き続き御自身のリーダーシップの下に取組を推進していただきますよう、よろしくお願いいた

します。どうもありがとうございました。  

  

     （株式会社ＩＨＩ・株式会社ＩＨＩエアロスペース退室）  

  

〇白坂座長  それでは、総合討議に移りたいと思います。 

 

【総合討議に関しては非公開】 

 

これにて総合討議を終了させていただきたいと思います。  
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 本日、委員の皆様からいただいた意見を踏まえまして、各実施企業等、プロジェクト担当課、ＮＥ

ＤＯは、おのおのの取組について見直しを図り、革新的技術の社会実装というプロジェクトの目的実

現に向けて尽力をいただければと思います。  

 なお、本プロジェクトに関わるワーキンググループとしての意見の取りまとめについては、これま

でどおり私に御一任いただくことでよろしいでしょうか。  

 ありがとうございます。御異議ないようですので、本日の皆様の御意見に基づき、事務局とも調整

の上、ワーキンググループとしての意見を取りまとめ、実施企業等をはじめとする関係者に通知する

とともに、経済産業省ホームページにて公表したいと思います。  

 最後に、事務局より連絡事項をお願いいたします。  

〇金井室長  本日もありがとうございました。今後もモニタリングさせていただきたいと思います

けれども、すみません、すぐ４時20分から次の予定をしておりまして、また再開させていただければ

と思います。  

 以上です。  

〇白坂座長  以上で、産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会産業構造転換分野

ワーキンググループの第31回会合を閉会いたします。  

  

――了―― 

 

（お問合せ先）  

ＧＸグループ エネルギー・環境イノベーション戦略室 

電 話：03-3501-1733 


